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１．研究の背景 
	 東北朝鮮学校（東北朝鮮初中級学校）は、宮城県仙台市八木山に1965年に建てられた朝鮮学校である。こ
の東北朝鮮学校は、設立 50周年を目前に 2011年 3月 11日の東日本大震災で被災し、校舎を使用できなく
なった。その大震災直後の2011年3月31日に、宮城県は東北朝鮮学校に対する補助金の打ち切りを発表し、
仙台市も2013年2月に続いた。その一方で、文部科学省も、東北朝鮮学校に対する激甚災害制度の適用を見
送った。このような事情を背景に、東北朝鮮学校は	 校舎の再建をあきらめ、被害が比較的軽微だった寄宿

舎を独自の費用で本格的に改修し、2015年に「校舎」として用い始めた。 
	 それとは対照的に、阪神・淡路大震災で被災した朝鮮学校の校舎の再建は、比較的短期間で進んだ。例え

ば東神戸朝鮮初中級学校（現、神戸朝鮮初中級学校）は、被災2年後の1997年3月に新校舎竣工式を行うに
至った1。その背景には、神戸の朝鮮学校が、東北朝鮮学校が得られなかった日本政府と地方自治体からの経

済的支援を得られたことがあった。つまり日本政府は、激甚災害制度を適用し、校舎の再建費用を私立学校

なみにカバーした。さらに兵庫県と神戸市は、被災翌年に例年より多くの補助金を朝鮮学校に支給した。 
 
２．目的と方法 
	 神戸の朝鮮学校と仙台の朝鮮学校が被災後に日本政府と地方自治体から受けた支援がこれほどに異なった

のはなぜか。本報告はこのような問題意識をもって、次のように「歴史で考える」2ことを目指す。すなわち、

まず戦後の３つの関係史、①在日コリアン、民族団体、朝鮮学校の関係史、②日本政府と朝鮮学校の関係史、

③地方自治体（宮城・仙台と兵庫・神戸）と朝鮮学校の関係史の観点から、震災のおこった 1995年と 2011
年がいかなる時期であったのかを検討する。また、本報告は校舎の再建をあきらめた東北朝鮮学校の「再建」

を、新しい歴史の始まりとして、地域社会における関係性の再構築という観点から検討する。本報告はこう

した議論を通じて、多文化共生にとって震災がいかなる「機会」であるのかについての考察を深めてゆく。 
 
３．結論 
	 神戸の朝鮮学校の強みは、地域社会における「厚い」関係にある。それは兵庫県と神戸市が、日本政府の

朝鮮学校に対する厳しい態度と、それに同調する多くの地方自治体の傾向に抗して、現在に至るまで朝鮮学

校への補助金を拠出し続けている事実にも表れている。これに対して東北朝鮮学校も、震災前まで弱かった

地域の公立学校との「横」の関係、そして地方自治体との「縦」の関係の強化に取り組み始めている。 
	 在日コリアン・コミュニティの高齢化を背景に、朝鮮学校は生徒の確保に苦慮し、とりわけ地方の朝鮮学

校は苦しい状況にある。その中で東北朝鮮学校は、被災をきっかけとして、地域社会にとって価値ある学校

として、すなわち「地域の一員としての歩み」3を始めている。それは、仙台あるいはより広く東北の在日コ

リアン・コミュニティに選ばれる朝鮮学校になるための努力でもある。 
 
※この報告は、科学研究費補助金（若手研究（B）、課題番号：15K21445、代表者：加藤恵美）の助成を受
けて行った研究の成果として行う。 
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